
論点２ 居住支援法人の在り方について

■大阪府の考え方（案）
国が示しているとおり、①居住支援法人と地方公共団体の連携や、居住支援法人同士の連携がますま
す求められている。また、適切な指導・監督の実施等通じて、要配慮者と支援者の双方が適切な②居
住支援法人を選択できる仕組みづくりが必要。

■改正住宅セーフティネット法の施行に係る居住支援法人制度の見直し
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論点２ 居住支援法人の在り方について

（参考）居住支援法人のアンケート

■居住支援法人へのアンケート（R7.2実施）

（地方公共団体や居住支援法人同士の連携）
〇居住支援協議会が増えてくれば、協議会同士の横の連携、サポートが必要な方を地域で振り合うことができれば
見守りもできるし、サポートもしやすくなるとおもいますので仕組みができたら有難いです。
〇大阪府は他の都道府県よりもたくさんの居住支援法人がいるので、上手く連携を取り合えればより多くの住宅確保要
配慮者の方に支援できるのではないかと感じているので、そのような連携を取り合える機会がもっと増えたらいいな
と思っております。

（大家等との連携）
〇お家の提供の為、大家とのつながりをさせてほしい。
〇大家、不動産会社、保証会社に居住支援法人について知ってもらえるよう、広報を引き続きよろしくお願いいたします。

（居住支援法人の活動内容の整理）
〇居住支援法人の活動内容の整理や客観的な評価等を行ってもらいたい。ビジネス視点で入っている事業所も多くあり、
それ自体は悪くはないのだが、本来の『居住支援』の在り方をしっかりと認識してもらいたいと感じることも増えている。

（居住支援法人が課題に感じていること）
〇市によって居住支援法人に関する取組の温度差があると感じています。居住支援法人の周知や市の部署間での協力
体制の構築等に関して、大阪府からの働きかけを強化していただけたらと思います。
〇市町村の理解が非常に低いです。また住宅確保等要配慮者に対する支援の範疇が多数の部署にまたがるため協力依頼
をしてもたらい回しにされることが多い。市町村が積極的に活動しない限り居住支援は進まないと思います。
〇支援体制の充実（緊急連絡先がない場合の支援体制や、引っ越し荷造りが出来ない方への支援等々）に対する、
バックアップ（体制が整えやすくなるための行政や各機関等への働きかけ、予算の確保など）がしてもらえるとあり
がたく感じます。

〇安否確認・緊急時対応（緊急通報、駆け付けなど）を自ら実施する法人数・・・136法人（他の法人等と連携して実施する法人数：39法人）

〇定期、または随時の訪問（見守り、声かけ）を自ら実施する法人数 ・・・144法人（他の法人等と連携して実施する法人数：27法人）

■安否確認や見守りを実施する居住支援法人数（令和７年９月末時点 法人数：２０６法人）
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論点２ 居住支援法人の在り方について

【大阪府の考え方（案）】
・大阪府は研修会・交流会の機会等を通じ、地方公共団体や居住支援法人同士の連携（法人同士のネット
ワークづくりなど）を促進するとともに、（仮称）居住支援体制構築促進会議（地域別会議）の開催等
を通じ、地域単位での居住支援法人同士の連携を促進

・住宅セーフティネット法に基づく指導監督、実施計画の公表等の徹底などを通じて、要配慮者と支援者
の双方が適切な居住支援法人を選択できるよう努める

■法人数が全国で一番多い大阪府における居住支援法人の在り方について

28

■地方公共団体や居住支援法人の連携促進（案）
・研修会・交流会の機会を通じた連携促進
・居住支援法人同士のネットワークの構築の促進
・地域単位でのネットワークの促進（地域別会議の実施）
・地方公共団体等が実施する研修会等への参画促進
・法人活動の見える化
・

■居住支援に係る人材育成（案）
・研修会・交流会の機会を通じた連携促進による人材育成
・居住支援法人同士のネットワーク構築による事例の共有
・

・適切・効果的な指導監督の実施
・居住支援法人による実施計画の公表等の徹底
・法人活動の見える化（再掲）
・

大阪府

居住支援法人

居住支援法人 居住支援法人 居住支援法人

市町村
市町村

居住支援協議会
市町村

居住支援協議会
市町村

府全域単位

エリア単位

居住支援法人同士のネットワークづくりのイメージ

法人同士の
連携を促進

①地方公共団体や居住支援法人同士の連携

②適切な居住支援法人を選択できる仕組み

連携 連携 連携 連携 連携
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H29年度H30年度 R１年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

大阪府 国

（法人）

不動産系 56法人

（29%）

福祉系 85法人

（44%）

その他 51法人

（27%）

不動産系

福祉系

その他

・居住支援法人の構成比（業界の種別）

R3年度末 R6年度末

192法人

不動産系 29法人

（26%）

福祉系 39法人

（36%）

その他 42法人

（38%）

89法人

（参考）居住支援法人の指定数《推移》

・居住支援法人の数は年々増加。令和６年度末には192法人。法人数は全国一。
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（参考）居住支援法人のご案内

論点２ 居住支援法人の在り方について



（参考）居住支援法人の活動の見える化の事例（大阪市：鶴見区での作成事例）
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論点２ 居住支援法人の在り方について


